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１．育児・介護休業法
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１．こども未来戦略方針 2023年６月２６日 第５回社会保障審議会年金部会

「日本のラストチャンス」 ２０３０年に向けて

出生数の推移

１９４９年 約２７０万人

２０２２年 ７７万人 ８０万人を割り込む

２０２４年 ６８．５万人 初の７０万人割れ

若年人口が急激に減少する2030年代に入るまでが、こうした状況を反転させるこ
とができるかどうかの重要な分岐点。
2030年までに少子化トレンドを反転できなければ、日本は人口減少を食い止められ
なくなり、持続的な経済成長の達成も困難となる。
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こども・子育て政策の課題

• 若い世代が結婚・子育ての将来
展望を描けない。

• 子育てしづらい社会環境子育て
と両立しにくい職場環境がある。

• 子育ての経済的・精神的負担感
や子育て世帯の不公平感が存在
する。

こども未来戦略「加速化プラ
ン」の着実な実施が重要

4
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仕事と育児の両立に関する世間の流れ

5

男性の育児休業取得率の推移 共働き・共育ての推進
・男性育休は当たり前になる社会へ

２０２２年の時点の政府目標は２０２５年までに
３０％の男性育休取得率を目指していたが、
大幅に引き上げた。

目標値
２０２５年 公務員８５％（１週間以上の取得率）

民間50%

2030年 公務員８５％（２週間以上の取得率）
民間８５％

従業員数１０００人超企業規模の公表義務化の
影響が大きいともいわれている。

厚生労働省「令和５年度雇用均等基本調査」
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取得期間別育児休業後復職者割合

6

男性の育児休業は、
超短期間のものが多
かったが、最近は１か月
を超えるような休業も
増えてきている

厚生労働省「令和５年度雇用均等基本調査」
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育休の取得意向

7

イクメンプロジェクト「若年層における育児休業等取得に対する意識調査」
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育休の取得意向期間

8

イクメンプロジェクト「若年層における育児休業等取得に対する意識調査」
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育休の取得意向 配偶者

9

イクメンプロジェクト「若年層における育児休業等取得に対する意識調査」
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育休取得の就職活動時の重視度

10

イクメンプロジェクト「若年層における育児休業等取得に対する意識調査」
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２０２５年問題・２０４０年問題

• ２０２５年問題
• 日本が超高齢社会に突入する節目の年

※超高齢社会：６５歳以上の高齢者の割合が人口の２１％を超えた社会

• 団塊の世代（１９４７年～１９４９年生まれ）の約８００万人が７５歳以上の後
期高齢者になる。

• ２０４０年問題
• 団塊ジュニア世代（団塊世代の子供世代）が高齢者になり、国内における
６５歳以上人口の割合が約３５％に達する見込み。

•社会に及ぼす影響
• 社会保障費の増加

• 要介護者の増加

• 働き手の減少（人材不足）

11

介護離職の防止のための
雇用環境整備等が重要！
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介護保健第１号被保険者（６５歳以上）の要介護度認定者数の推移

12

内閣府「令和４年版高齢者白書 第２節 高齢期の暮らしの動向」
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要介護等認定の状況

13

内閣府「令和４年版高齢者白書 第２節 高齢期の暮らしの動向」



育児介護休業制度の確認
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妊娠出産の両立支援制度
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介護期の両立支援制度
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産休・育休・育児期・介護期に係る社会保険制度

17
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改正育児・介護休業法の施行期日とその項目

18

就業規則
の見直し

義務項目
介
護

育
児

施行日

要義務子の看護休暇の見直し〇

2025.4.1

要義務所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大〇

選択時要－短時間勤務制度(3歳未満)の代替措置にテレワーク追加〇

導入時要努力育児のためのテレワーク導入〇

－義務育児休業取得状況の公表義務適用拡大〇

締結時要義務介護休暇を取得できる労働者の要件緩和〇

－義務介護離職防止のための雇用環境整備〇

－義務

介護に直面した旨の申出をした労働者に対する
個別の周知・意向確認介護離職防止のための

個別の周知・意向確認等
〇

介護に直面する前の早い段階(40歳等)での情報提供

導入時要努力介護のためのテレワーク導入〇

要義務

育児期の柔軟な働き方を実現するための措置
柔軟な働き方を実現する
ための措置等

〇

2025.10.1

柔軟な働き方を実現するための措置の個別の周知・意向
確認

－義務

妊娠・出産等の申出時と子が３歳になる前の個別の意向聴
取

仕事と育児の両立に関す
る
個別の意向聴取・配慮

〇

聴取した労働者の意向についての配慮



２０２５年４月施行の改正点
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１．子の看護休暇の見直し

20
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1.子の看護休暇の見直し

21
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2.所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大
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3.短時間勤務制度(3歳未満)の代替措置にテレワーク追加

23
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育児短時間勤務制度の対象外とできる従業員

24

厚生労働省「育児・介護休業法のあらまし（令和６年１月作成）」
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育児短時間勤務制度の代替措置の選択肢追加

25

厚生労働省「育児・介護休業法のあらまし（令和６年１月作成）」

④「テレワーク」が追加となる



Copyright©2025SR-Yell All rights reserved

４．テレワーク導入努力義務

26
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５．育児休業取得状況の公表義務拡大
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６．介護休暇を取得できる労働者の要件緩和
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7.介護離職防止のための雇用環境整備

29
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介護離職防止のための雇用環境整備の参考

30

①研修の実施 ②相談窓口設置

• 研修の対象者は、すべての従業員へ実施することが望ましい。

• 少なくとも管理職については研修を受けたことのある状態に

する必要がある。

• 動画によるオンライン研修とすることも可能（会社の責任で、

受講管理を行うこと等により、労働者が研修を受講しているこ

とを担保することが必要）

• 単に資料や動画の会社掲示板への掲載や配付のみでは、

研修を実施したこととはならない。
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介護離職防止のための雇用環境整備の参考

31

③自社の事例の収集・提供 ④利用促進に関する方針の周知
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8(1) 介護に直面した旨の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認

32
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8(2) 介護に直面する前の早い段階(40歳等)での情報提供

33



Copyright©2025SR-Yell All rights reserved

個別周知・意向確認・情報提供の書式
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２０２５年１０月施行改正点

35



Copyright©2025SR-Yell All rights reserved

10(1) 育児期の柔軟な働き方を実現するための措置

36
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柔軟な働き方の５つの選択肢の詳細

37

①始業時刻等の変更

次のいずれかの措置（一日の所定労働時間を変更しない）

・フレックスタイム制

・始業または終業の時刻を繰り上げまたは繰り下げる制度（時差出勤の制度）

②テレワーク等

一日の所定労働時間を変更せず、月に10日以上利用できるもの（時間単位利用）

③保育施設の設置運営等

保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与をするもの

（ベビーシッターの手配および費用負担など）

④養育両立支援休暇の付与

一日の所定労働時間を変更せず、年に10日以上取得できるもの（時間単位取得）

⑤短時間勤務制度

一日の所定労働時間を原則６時間とする措置を含むもの
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10(2) 柔軟な働き方を実現するための措置の個別の周知・意向確認

38
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柔軟な働き方を実現するための措置の規定例
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11(1) 妊娠・出産等の申出時と子が３歳になる前の個別の意向聴取

40
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11(2) 聴取した労働者の意向についての配慮
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改正後の仕事と育児のイメージ

42
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個別周知・意向確認・意向聴取・配慮のまとめ

43



改正法への対応（タスクとスケジュール）

44
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タスクとスケジュール①

45
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タスクとスケジュール②

46
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タスクとスケジュール③

47



両立支援等助成金について

両立支援等助成金の主な改正内容

48

働き続けながら子育てや介護を行う労働者の雇用の継続を図るための就業環境整備に取り組む事業主に対して両立支援等助成
金を支給することにより、仕事と育児・介護の両立支援に関する事業主の取組を促進し、労働者の雇用の安定を図ります。

参考：令和７年度概算要求の概要（雇用環境・均等局） 厚生労働省

※支給額・加算措置の赤字・下線が新規・拡充箇所



その他 東京都の助成金

耳より情報 東京都の助成金
働くパパママ育業応援奨励⾦
（東京しごと財団）

49

介護休業取得応援奨励⾦



２．雇用保険法

50
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雇用保険制度の概要（体系）

51

厚生労働省「第197回労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会 資料」
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育児休業等給付の概要

52

厚生労働省「育児休業等給付について」
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出生後休業支援給付金

53

厚生労働省「2025年4月から「出生後休業支援給付金」を創設します」
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出生後休業支援給付金

54
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出生後休業支援給付金の支給対象者

55

厚生労働省「2025年4月から「出生後休業支援給付金」を創設します」
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出生後休業支援給付金の添付書類

56

• 出生後休業支援給付金は、原則として被保険者とその配偶者の両者の育児休業取得が必要です。（ただし、子の出生の翌日の

配偶者が、次に該当する場合、配偶者の育児休業取得は不要。その場合は申請書に該当番号を記し、次の書類を添付）

• 被保険者の配偶者が出産の場合（被保険者が父親）は、母子健康手帳のコピーを提出すれば足ります。
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妊娠・出産等の申出時の個別周知・意向確認

57



Copyright©2025SR-Yell All rights reserved

育児時短就業給付金

58

厚生労働省「「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律」の改正内容」

育児時短就業給付就業開始時賃金日額×３０の 90/100以上
の賃金が支給されている場合は、支給率が逓減する。
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雇用保険の適用拡大

59

一部の特殊な働き方をする人を除き、ほとんどの人が雇用保険に加入することに
↓

手続増加が見込まれるため、申請手続の簡素化やオンライン化を進めるとされている！
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【参考】 1月20日～ 離職票をマイナポータルで受け取れるようになりました

60
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自己都合退職者の給付制限の見直し

61

離職前から計画的に教育訓
練を受けて、失業給付をス
ムーズに受け取るケースも
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教育訓練給付の拡充

62
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教育訓練休暇給付金

63

在職中の被保険者が自
発的な能力開発を目的
として、教育訓練のため
の休暇を取得した際に、
基本手当（失業給付）相
当額を給付する。

＋教育訓練休暇を開始
した日前２年間における
みなし被保険者期間が１
２ヶ月以上必要

【みなし被保険者期】
休業開始日の前の日か
ら遡って１か月ごとに分
け、その区分された期間
の賃金支払基礎日数が
１１日以上であった月を
１か月とする。
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その他（就業促進手当）

64



３．年収の壁と社会保険適用拡大

65
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年収の壁とは

66
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短時間労働者の適用条件と年収の壁の確認

67
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短時間労働者に係る被用者保険の適用要件見直し案のイメージ

68

厚生労働省「被用者保険の適用拡大及び第３号被保険者制度を
念頭に置いた「年収の壁」への対応について」
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被用者保険の適用拡大の進め方

69
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第３号被保険者についての主な意見

• 働き方やライフスタイルが多様化する中、配偶者の働き方により第３号被保険者に該当するか決まる今の制
度は中立的な社会保険制度とはいえない。第３号被保険者の大半を女性が占め、女性のキャリア形成を阻
害し、男女間賃金格差を生む原因の一つ。社会保険の給付と負担の関係性もふまえ、廃止すべき。

• 生産年齢人口の減少に伴い、女性や高齢者など、誰もが安心して活躍できる社会の実現が重要。
企業もＬ字カーブの是正や解消を目指す取組を加速させる一方、年金制度も適用拡大を進め、第３号被保
険者の縮小に取り組むことが肝要。第３号制度の在り方検討・再構築が望ましい。

• 40年前にできた制度で、共働きや家族の多様化で、もはや時代にそぐわないしその役割は終えつつある。
長く続いてきた制度で、企業も人々もこの制度を前提として物事を進めてきており、混乱が生じないよう
解消時期は10年後、20年後先にするとしても、早急に国民の合意を得て動き出すべき。

• 廃止する場合、保険料について、第１号被保険者として国民年金のほうで保険料を取るのか、第２号被保険
者に付随するものとして厚生年金で取るのか等 財政構造を大きく変えることになり、慎重な議論が必要。

• 第３号被保険者は、条件つきで廃止すべき。本人が保険料を負担することなく受給を得られる第３号制度は、
女性の社会進出を阻害している。廃止により、女性の経済的自立が進み生涯所得の増加も期待できるため、
高齢女性の貧困対策にもつながる。廃止する場合は、働きたくても育児・介護により働くことができない人
への配慮や支援策を手当てすることが必要。

70

厚生労働省「被用者保険の適用拡大及び第３号被保険者制度を念頭に置いた
「年収の壁」への対応について」
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【参考】厚生年金加入の企業規模要件撤廃2035年10月に見直す案

71

短時間労働者が厚生年金に加入できる企業規模要件を撤廃
する時期について、厚生労働省は、企業の負担が増えること
に配慮して2029年10月としていた当初案を見直し、10年
後の2035年10月とする案を自民党に示しました。

年金制度改革をめぐり、厚生労働省はパートなどで働く人が
厚生年金に加入できる企業規模要件を・・・
▽再来年の2027年10月に従業員36人以上、
▽4年後の2029年10月に21人以上、
▽7年後の2032年10月に11人以上とし、
▽10年後の2035年10月には撤廃するとしています。

［中略］

厚生労働省は引き続き与党などと協議を続け、今の国会に
法案を提出したい考えです。

2025年1月29日 ＮＨＫ ＮＥＷＳより引用
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被用者保険のさらなる適用拡大を行った場合の適用拡大対象者数
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カスタマーハラスメント
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カスタマーハラスメントの定義
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東京都「カスタマー・ハラスメントの防止に関する指針」
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著しい迷惑行為

75

東京都「カスタマー・ハラスメントの防止に関する指針」



Copyright©2025SR-Yell All rights reserved

就業環境を害するものとは
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東京都「カスタマー・ハラスメントの防止に関する指針」
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カスタマー・ハラスメントの代表的な行為類型
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東京都「カスタマー・ハラスメントの防止に関する指針」
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東京都「カスタマー・ハラスメントの防止に関する指針」
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東京都「カスタマー・ハラスメントの防止に関する指針」
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東京都「カスタマー・ハラスメントの防止に関する指針」
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事業者による措置

1. カスタマー・ハラスメント対策の基本方針・基本姿勢の明確化と周知

2. 相談窓口の設置

3. 適切な相談対応の実施

4. プライバシー保護

5. 不利益取扱いの禁止

6. 内部手続、相談ルートなどの、明確化、ルールの検討

7. 精神面及び身体面への配慮、安全の確保

初動対応やマニュアル作成などは、「著しい迷惑行為」及び「就業環境を害するもの」という点に
ついての判断基準の検討が重要。

刑法、民法などに規定する違法な行為に該当する場合は、毅然とした対応をする一方、
顧客との価値観、基準には「違い」があることも認識することは重要。
（正当なクレームと迷惑行為の境界線）
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本日のまとめ

• 2025年度は育児介護休業法改正への対応を！

• 特に3歳以降の育児、介護休業等、従来の出産前後及び乳児期、幼児期前半とは異なる対応が必要。
自社の働き方、業務内容にあった仕組み、体制作りを検討することが大事。

• 失業給付の給付制限の解除、教育訓練に関する制度変更により、労働者の意識がリスキリング、リカレ
ント（学び直し）に動く可能性がある。

• 失業給付の給付制限が短縮（解除）されることで、労働市場の流動化（転職）が進むことも考えられる。
自社の存在目的、強み、魅力はなにか？ 改めて、戦略の検討が必要になる。

• 2027年の適用拡大に向け、適用対象者の拡大、手続量の増加と合わせ、デジタル化の進展にも注視
が必要。

• 育児休業等給付が変わるため、給付金や手続きの理解、管理体制の整備等が必要。

• 本国会で議論されている「年収の壁」について、情報が確定次第、従業員へのアナウンスや特に短時間
労働者の働き方などについて、見直しが必要になるケースも。
（社保適用拡大は今後も取り組んでいかなければならない社会課題）

• カスタマーハラスメントは法制化の流れをチェック。従業員を守る制度設計は重要である一方、安易な
方針、マニュアル作成はリスクになる可能性もある。
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